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(57)【要約】
【課題】ユーザの電子マネー用の口座の出金履歴の取得
要求を行った第三者に、電子マネー用の口座の出金履歴
を確認させる。
【解決手段】管理装置１は、ユーザの電子マネー用の口
座における出金に対応する商品を識別する商品識別情報
又は店舗を識別する店舗識別情報に基づいて電子マネー
用の口座からの出金額に対応する使用用途を特定し、当
該出金額と、特定した使用用途とを関連付けて出金履歴
情報として記憶部に記憶させる記憶制御部１３３と、出
金履歴情報において所定の使用用途に関連付けられてい
る出金額をユーザとは異なる他のユーザの端末に公開対
象とする通知部１３５と、を備える。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ユーザの電子マネー用の口座における出金に対応する商品を識別する商品識別情報又は
店舗を識別する店舗識別情報に基づいて前記電子マネー用の口座からの出金額に対応する
使用用途を特定し、前記出金額と、特定した前記使用用途とを関連付けて出金履歴情報と
して記憶部に記憶させる記憶制御部と、
　前記出金履歴情報において所定の使用用途に関連付けられている出金額を前記ユーザと
は異なる他のユーザの端末に公開対象とする公開部と、
　を備える管理装置。
【請求項２】
　前記公開部は、前記ユーザの前記電子マネー用の口座からの一回の出金額が所定額以上
である場合に、当該出金額を前記端末に公開対象とする、
　請求項１に記載の管理装置。
【請求項３】
　前記他のユーザは、前記電子マネー用の口座に入金を行うユーザであり、
　前記他のユーザからの前記口座に入金の指示を受け付けると、前記電子マネー用の口座
のユーザから、前記他のユーザの端末に出金履歴の開示の許可を受け付ける許可受付部を
さらに備える、
　請求項１又は２に記載の管理装置。
【請求項４】
　前記電子マネー用の口座の残高の内訳を示す情報として、前記口座の残高に対応する入
金額と、前記入金額の入金を行った入金依頼元を示す情報とが関連付けられており、
　前記記憶制御部は、前記電子マネー用の口座からの出金時に、前記出金履歴情報におい
て、前記出金額に、当該出金額に対して割り当てられた入金額の入金を行った入金依頼元
を示す情報を関連付けて記憶させ、
　前記公開部は、前記入金依頼元としての前記他のユーザの端末に、前記入金依頼元に関
連付けられている出金額を公開対象とする、
　請求項１から３のいずれか１項に記載の管理装置。
【請求項５】
　前記記憶制御部は、前記電子マネー用の口座への入金時に、入金額と、当該入金の入金
依頼元が指定した地域を示す地域情報とを関連付けて記憶させ、
　前記電子マネー用の口座における出金時に、出金が行われる地域を特定し、特定した地
域に関連付けられている前記入金額に対応する残高から当該出金に対応する出金額を減算
する出金処理部をさらに備える、
　請求項１から４のいずれか１項に記載の管理装置。
【請求項６】
　コンピュータにより実行される、
　ユーザの電子マネー用の口座における出金に対応する商品を識別する商品識別情報又は
店舗を識別する店舗識別情報に基づいて、出金額に対応する使用用途を特定し、前記出金
額と、特定した前記使用用途とを関連付けて出金履歴情報として記憶部に記憶させるステ
ップと、
　前記出金履歴情報において所定の使用用途に関連付けられている出金額を前記ユーザと
は異なる他のユーザの端末に公開するステップと、
　を備える管理方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、管理装置及び管理方法に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　従来、プリペイドカード等のカードの利用明細を、ネットワークを介してユーザに閲覧
可能にすることが行われている。例えば、特許文献１には、ユーザの端末に、ネットワー
クを介して、カードの利用日、利用店名、及び利用金額を含む利用明細を表示させる明細
表示装置が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００３－２０８５５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、プリペイドカード等の電子マネー用の口座には、ユーザ自身が入金したり、
第三者が入金したりする。第三者が入金する場合、第三者は、入金した金額をユーザが適
切に使用しているか否かを確認したい場合がある。しかしながら、従来の明細表示装置で
は、第三者に対して出金履歴を開示することが想定されておらず、第三者が入金した電子
マネー用の口座の出金履歴を第三者が確認することができなかった。
【０００５】
　そこで、本発明はこれらの点に鑑みてなされたものであり、ユーザの電子マネー用の口
座の出金履歴の取得要求を行った第三者に、電子マネー用の口座の出金履歴を確認させる
ことができる管理装置及び管理方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の第１の態様に係る管理装置は、ユーザの電子マネー用の口座における出金に対
応する商品を識別する商品識別情報又は店舗を識別する店舗識別情報に基づいて前記電子
マネー用の口座からの出金額に対応する使用用途を特定し、前記出金額と、特定した前記
使用用途とを関連付けて出金履歴情報として記憶部に記憶させる記憶制御部と、前記出金
履歴情報において所定の使用用途に関連付けられている出金額を前記ユーザとは異なる他
のユーザの端末に公開対象とする公開部と、を備える。
【０００７】
　前記公開部は、前記ユーザの前記電子マネー用の口座からの一回の出金額が所定額以上
である場合に、当該出金額を前記端末に公開対象としてもよい。
【０００８】
　前記他のユーザは、前記電子マネー用の口座に入金を行うユーザであり、前記管理装置
は、前記他のユーザからの前記口座に入金の指示を受け付けると、前記電子マネー用の口
座のユーザから、前記他のユーザの端末に出金履歴の開示の許可を受け付ける許可受付部
をさらに備えてもよい。
【０００９】
　前記電子マネー用の口座の残高の内訳を示す情報として、前記口座の残高に対応する入
金額と、前記入金額の入金を行った入金依頼元を示す情報とが関連付けられており、前記
記憶制御部は、前記電子マネー用の口座からの出金時に、前記出金履歴情報において、前
記出金額に、当該出金額に対して割り当てられた入金額の入金を行った入金依頼元を示す
情報を関連付けて記憶させ、前記公開部は、前記入金依頼元としての前記他のユーザの端
末に、前記入金依頼元に関連付けられている出金額を公開対象としてもよい。
【００１０】
　前記記憶制御部は、前記電子マネー用の口座への入金時に、入金額と、当該入金の入金
依頼元が指定した地域を示す地域情報とを関連付けて記憶させ、前記管理装置は、前記電
子マネー用の口座における出金時に、出金が行われる地域を特定し、特定した地域に関連
付けられている前記入金額に対応する残高から当該出金に対応する出金額を減算する出金
処理部をさらに備えてもよい。
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【００１１】
　本発明の第２の態様に係る管理方法は、コンピュータにより実行される、ユーザの電子
マネー用の口座における出金に対応する商品を識別する商品識別情報又は店舗を識別する
店舗識別情報に基づいて、出金額に対応する使用用途を特定し、前記出金額と、特定した
前記使用用途とを関連付けて出金履歴情報として記憶部に記憶させるステップと、前記出
金履歴情報において所定の使用用途に関連付けられている出金額を前記ユーザとは異なる
他のユーザの端末に公開するステップと、を備える。
【００１２】
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、ユーザの電子マネー用の口座の出金履歴の取得要求を行った第三者に
、電子マネー用の口座の出金履歴を確認させることができるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】第１の実施形態に係る管理装置の概要を示す図である。
【図２】第１の実施形態に係る管理装置の構成を示す図である。
【図３】ユーザ情報記憶部に記憶されている情報の一例を示す図である。
【図４】第１の実施形態に係る口座情報記憶部に記憶されている情報の一例を示す図であ
る。
【図５】第１の実施形態に係る入出金履歴の一例を示す図である。
【図６】入金画面及び確認画面の一例を示す図である。
【図７】受付画面の一例を示す図である。
【図８】出金履歴確認画面の一例を示す図である。
【図９】電子マネーの口座への入出金に係る処理の流れを示すシーケンス図である。
【図１０】入金依頼元からの出金履歴の取得要求に係る処理の流れを示すシーケンス図で
ある。
【図１１】第２の実施形態に係る口座情報記憶部に記憶されている情報の一例を示す図で
ある。
【図１２】残高内訳情報の一例を示す図である。
【図１３】出金設定画面の一例を示す図である。
【図１４】第３の実施形態に係る入出金履歴の一例を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
＜第１の実施形態＞
［管理装置１の概要］
　図１は、第１の実施形態に係る管理装置１の概要を示す図である。
　管理装置１は、現実の店舗やインターネット上の店舗で用いることができるプリペイド
カード４を使用した電子マネーサービスを提供する装置であり、プリペイドカード４に対
応している電子マネーを管理する。プリペイドカード４は、国際ブランドの決済ＮＷ（ネ
ットワーク）５を利用して決済を行うカードである。
【００１６】
　管理装置１は、入金依頼元が使用するパソコンやスマートフォン等の依頼元端末２から
、入金先のユーザの電話番号又は当該ユーザを識別するユーザＩＤと、当該ユーザの電子
マネー用の口座への入金額を示す情報とを含む入金依頼を受け付ける（図１の（１））。
ここで、入金依頼元は、例えばユーザに対して返金を行う企業、ユーザに対して特典等と
して電子マネーを付与する企業、所定の給付金を電子マネーによりユーザに給付する行政
機関、ユーザがオークション等により販売した商品の販売先、ユーザの家族や友人、ユー
ザ自身等である。なお、図示は省略するが、ユーザ自身が入金を行う場合、スマートフォ
ン等のユーザ端末３から入金依頼を受け付けるものとする。
【００１７】
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　管理装置１は、入金依頼において指定された電話番号又はユーザＩＤに対応するユーザ
の電子マネー用の口座を特定し、当該口座への入金処理を行う（図１の（２））。
　このようにすることで、入金依頼元は、ユーザの口座番号を指定せずに、ユーザの電話
番号又はユーザＩＤを指定することにより当該ユーザへの入金を容易に行うことができる
。
【００１８】
　ユーザは、店舗等においてプリペイドカード４を使用して商品を購入したり、ユーザ端
末３を操作することにより、ネットショッピングにおいてプリペイドカード４に対応する
電子マネー用の口座の口座番号を指定して商品等を購入したりする。商品等の購入が行わ
れると、決済ＮＷ５に対して、プリペイドカード４に対応する電子マネー用の口座の口座
番号及び出金額等の商品購入に関する情報が通知される。決済ＮＷ５において所定の決済
処理が行われる際には、決済ＮＷ５から管理装置１に対して口座番号及び出金額等の情報
が通知される（図１の（３））。
　管理装置１は、通知された口座番号及び出金額等の情報に基づいて、ユーザの電子マネ
ー用の口座の残高を更新する（図１の（４））。
【００１９】
　入金依頼元は、自身が入金した電子マネーをユーザがどのように利用しているか把握し
たい場合がある。これに対応して、依頼元端末２は、入金依頼元の操作に応じて、管理装
置１に、入金先のユーザの電話番号又はユーザＩＤと、入金依頼元を識別する依頼元識別
情報とを含む出金履歴の取得要求を送信する（図１の（５））。
【００２０】
　管理装置１は、出金履歴の取得要求を受信すると、当該要求に含まれている電話番号又
はユーザＩＤに基づいて、入金先のユーザの電子マネー用の口座を特定し、当該口座の出
金履歴を依頼元端末２に通知する（図１の（６））。
【００２１】
　このようにすることで、ユーザの電子マネー用の口座に入金した入金依頼元は、当該口
座の出金履歴を確認し、入金依頼元が入金した電子マネーをユーザが適切に利用している
か否かを把握することができる。
【００２２】
［管理装置１の構成］
　続いて、管理装置１の構成について説明する。図２は、第１の実施形態に係る管理装置
１の構成を示す図である。管理装置１は、通信部１１と、記憶部１２と、制御部１３とを
備える。
【００２３】
　通信部１１は、インターネット等の通信ネットワークに接続するためのインターフェイ
スであり、例えばＬＡＮコントローラを含んで構成されている。通信部１１は、通信ネッ
トワークを介して依頼元端末２及びユーザ端末３と通信を行う。
【００２４】
　記憶部１２は、ＲＯＭ、ＲＡＭ及びハードディスク等の記憶媒体である。記憶部１２は
、制御部１３が実行するプログラムを記憶している。また、記憶部１２は、複数のユーザ
の電話番号又はユーザＩＤと、ユーザの電子マネー用の口座の口座番号とを関連付けて記
憶する。具体的には、記憶部１２は、ユーザ情報記憶部１２１と、口座情報記憶部１２２
とを備える。
【００２５】
　図３は、ユーザ情報記憶部１２１に記憶されている情報の一例を示す図である。図３に
示すように、ユーザ情報記憶部１２１は、ユーザＩＤと、ユーザ名と、ユーザの電話番号
と、ユーザの連絡先とを関連付けて記憶する。ここで、電話番号は、ユーザ端末３に割り
当てられている電話番号である。連絡先は、ユーザ端末３に関連付けられているメールア
ドレスである。
【００２６】
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　図４は、口座情報記憶部１２２に記憶されている情報の一例を示す図である。図４に示
すように、口座情報記憶部１２２は、ユーザＩＤと、電子マネー用の口座の口座番号と、
電子マネーの残高と、電子マネーの入出金履歴とを関連付けて記憶する。
【００２７】
　ここで、口座番号は、例えば、プリペイドカード４を識別するためにプリペイドカード
４に付されている所定桁数の番号である。ユーザＩＤに関連付けられている口座番号が「
－」である場合、当該ユーザＩＤのユーザが、プリペイドカード４を所持しないことを示
している。
【００２８】
　図５は、入出金履歴の一例を示す図である。図５に示す入出金履歴は、図４のユーザＩ
Ｄ「ＴＡＲＯ９７」に対応するものである。図５に示すように、入出金履歴には、入出金
が行われた日付、入出金の区分、入出金額、入金依頼元を識別する依頼元識別情報、出金
の使用用途、及び入出金後の残高が関連付けられている。これらの情報は、後述する記憶
制御部１３３によって記憶される。
【００２９】
　なお、本実施形態では、電子マネーの出金時に、より前に入金された金額が出金に割り
当てられるものとする。図５に示される例では、２０１５／５／９と、２０１５／５／１
０と、２０１５／５／１２とにそれぞれ入金が行われているが、それぞれの出金は、２０
１５／５／９に入金された金額から、割り当てられるものとする。管理装置１は、電子マ
ネーの残高を入金ごとに記憶しておき、電子マネーの出金時に、出金が割り当てられた入
金に対応する残高から出金額を減算することにより、現時点の残高が、どの入金に対応し
ている残高であるのかを管理することができる。
【００３０】
　制御部１３は、例えばＣＰＵである。制御部１３は、記憶部１２に記憶されている各種
プログラムを実行することにより、管理装置１に係る機能を制御する。
　制御部１３は、取得部１３１と、入金処理部１３２と、記憶制御部１３３と、出金処理
部１３４と、通知部１３５とを備える。
【００３１】
　取得部１３１は、入金依頼元の依頼元端末２から、依頼元識別情報と、電子マネー用の
口座への入金額と、入金先のユーザの電話番号又はユーザＩＤとを取得する。例えば、取
得部１３１は、依頼元端末２のユーザが電子マネーサービスにログインし、入金を行う操
作を受け付けると、図６（ａ）に示す入金画面を依頼元端末２に表示させる。図６（ａ）
では、入金先のユーザの電話番号又はユーザＩＤの入力欄と、入金額の入力欄と、「次へ
」と表示されている確認ボタンとが設けられている。電話番号又はユーザＩＤと、入金額
とが入力された状態で確認ボタンが選択されると、取得部１３１は、依頼元端末２のユー
ザに予め関連付けられている依頼元識別情報と、電子マネー用の口座への入金額と、入金
先のユーザの電話番号又はユーザＩＤとを取得する。
【００３２】
　入金処理部１３２は、取得部１３１が取得した入金先のユーザの電話番号又はユーザＩ
Ｄに関連付けられている電子マネーの口座番号の口座に、取得部１３１が取得した入金額
を入金する入金処理を行う。
【００３３】
　具体的には、入金処理部１３２は、取得部１３１が電話番号を取得すると、ユーザ情報
記憶部１２１において、当該電話番号に関連付けられているユーザＩＤを特定する。入金
処理部１３２は、口座情報記憶部１２２を参照し、取得部１３１が取得したユーザＩＤ、
又は電話番号から特定したユーザＩＤに関連付けられている口座番号が存在するか否かを
判定する。入金処理部１３２は、ユーザの口座番号が記憶されていると判定すると、ユー
ザ情報記憶部１２１において、取得した電話番号に関連付けられているユーザ名を特定す
る。続いて、入金処理部１３２は、図６（ｂ）に示すように、入力された電話番号又はユ
ーザＩＤと、入力された入金額と、特定したユーザ名とを含む確認画面を依頼元端末２に
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表示させる。
【００３４】
　依頼元端末２のユーザが確認画面において「入金する」と表示されている入金ボタンを
選択すると、依頼元端末２は、入金先への入金を指示する入金指示情報を管理装置１に送
信する。入金処理部１３２は、入金指示情報を受信すると、口座情報記憶部１２２におい
て、ユーザの口座番号に関連付けられている残高を、取得部１３１が取得した入金額だけ
増加させる。
【００３５】
　なお、入金処理部１３２は、ユーザ端末３のユーザから、入金依頼元への出金履歴の開
示の許可を受け付けたことに応じて、入金依頼元から取得した入金額を入金する入金処理
を行ってもよい。
【００３６】
　例えば、入金処理部１３２は、入金指示情報を受信すると、図７に示すように、ユーザ
端末３に、入金依頼元への出金履歴の開示の許可を受け付ける受付画面を表示させる。図
７に示す受付画面には、「受け付ける」と表示された受付ボタンと、「受け付けない」と
表示された拒否ボタンとが表示されており、ユーザ端末３は、受付ボタンが選択されたこ
とに応じて、受付情報を管理装置１に送信し、拒否ボタンが選択されたことに応じて、拒
否情報を管理装置１に送信する。
【００３７】
　入金処理部１３２は、受付情報を受信したことに応じて、入金依頼元から取得した入金
額を入金し、入金が完了したことを示す入金完了情報を依頼元端末２に送信する。このよ
うにすることで、入金依頼元は、出金履歴の開示に同意したユーザに限定して入金するこ
とができる。
　また、入金処理部１３２は、拒否情報を受信したことに応じて、入金処理を行わずに、
出金履歴の開示が拒否され入金が行われなかったことを示すエラー情報を依頼元端末２に
送信する。
【００３８】
　また、入金処理部１３２は、口座情報記憶部１２２にユーザの電子マネー用の口座の口
座番号が記憶されていない場合に、ユーザの連絡先にエラー情報を通知してもよい。ここ
で、入金処理部１３２は、エラー情報に、入金依頼元を識別する依頼元識別情報や、入金
額を示す情報を含めてもよい。このようにすることで、ユーザは、どの入金依頼元からの
入金が行われなかったのかを確認することができる。よって、入金依頼元は、ユーザに対
して、入金することができない旨を通知する手間を省くことができる。
【００３９】
　記憶制御部１３３は、入金先のユーザの電話番号又はユーザＩＤと、入金依頼元を示す
情報とを関連付けて記憶部１２に記憶させる。具体的には、記憶制御部１３３は、入金日
と、入出金区分「入金」と、入金額と、入金依頼元を識別する依頼元識別情報と、入金後
の残高とを関連付けた入出金履歴を口座情報記憶部１２２に記憶させる。口座情報記憶部
１２２には、電話番号に関連付けられているユーザＩＤが記憶されていることから、口座
情報記憶部１２２に依頼元識別情報が含まれる入出金履歴を記憶させることにより、入金
先のユーザの電話番号又はユーザＩＤと、入金依頼元を示す情報とが関連付けられる。
【００４０】
　出金処理部１３４は、ユーザが商品等の購入時にプリペイドカード４を使用したことに
応じて、決済ＮＷ５から、口座番号、購入額（出金額）、購入日（出金日）、購入した商
品の識別情報、購入した店舗の識別情報等を含む決済情報を受信する。出金処理部１３４
は、決済情報を受信すると、口座情報記憶部１２２において当該口座番号に関連付けられ
ている残高から、決済情報に含まれている出金額を減算する出金処理を行う。
【００４１】
　記憶制御部１３３は、出金したユーザの電話番号又はユーザＩＤと、電子マネー用の口
座からの出金額と、当該出金額に対応する使用用途とを関連付けて記憶部１２に記憶させ
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る。具体的には、記憶制御部１３３は、決済情報に含まれる、購入した商品の識別情報に
基づいて、出金額に対応する使用用途を特定する。例えば、記憶部１２に、商品の識別情
報と、使用用途を示す情報とを関連付けて使用用途情報として記憶しておき、記憶制御部
１３３は、使用用途情報において、購入した商品の識別情報に関連付けられている使用用
途を特定する。
【００４２】
　なお、記憶部１２に、店舗の識別情報と、使用用途を示す情報とを関連付けて使用用途
情報として記憶させておき、記憶制御部１３３が、決済情報に含まれる店舗の識別情報に
対応する使用用途を特定するようにしてもよい。また、記憶制御部１３３は、商品の識別
情報に基づいて使用用途を特定できない場合に、店舗の識別情報に基づいて使用用途を特
定するようにしてもよい。
【００４３】
　記憶制御部１３３は、出金日と、出金額と、入出金区分「出金」と、使用用途と、出金
後の残高とを関連付けた入出金履歴を口座情報記憶部１２２に記憶させる。口座情報記憶
部１２２には、電話番号に関連付けられているユーザＩＤが記憶されていることから、口
座情報記憶部１２２に出金額及び使用用途が含まれる入出金履歴を記憶させることにより
、出金処理に対応するユーザの電話番号又はユーザＩＤと、出金額と、使用用途とが関連
付けられる。
【００４４】
　通知部１３５は、入金依頼元の依頼元端末２から、入金先のユーザの電話番号又はユー
ザＩＤと、依頼元識別情報とを含み、電子マネー用の口座に対応する出金履歴の取得要求
を取得すると、当該ユーザの電話番号又はユーザＩＤに対応する使用用途と出金額とを関
連付けた出金履歴を依頼元端末２に通知する。
【００４５】
　具体的には、通知部１３５は、出金履歴の取得要求に電話番号が含まれている場合、ユ
ーザ情報記憶部１２１において、当該電話番号に関連付けられているユーザＩＤを特定す
る。通知部１３５は、口座情報記憶部１２２を参照し、出金履歴の取得要求に含まれてい
るユーザＩＤ、又は電話番号から特定したユーザＩＤに関連付けられている口座番号を特
定する。そして、通知部１３５は、出金履歴の取得要求に含まれている依頼元識別情報に
基づいて、特定した口座番号の口座に対して入金依頼元からの入金があったか否かを判定
する。通知部１３５は、入金依頼元からの入金があった場合には、口座情報記憶部１２２
を参照し、特定した口座番号に対応する出金履歴を抽出し、当該出金履歴を依頼元端末２
に通知する。図８は、依頼元端末２に表示される出金履歴確認画面の一例を示す図である
。入金依頼元は、出金履歴確認画面に表示される出金履歴を確認し、自身が入金した電子
マネーをユーザが適切に利用しているか否かを判断することができる。
【００４６】
　なお、出金履歴には、食費や日用品購入費等のように最低限の生活に必要な出金と、遊
興費や交際費等のように最低限の生活に必須ではない出金が含まれている。そこで、通知
部１３５は、最低限の生活に必要な使用用途に対応する出金については、プライバシーに
関わるために非公開とし、遊興費や交際費等の最低限の生活に必須ではない使用用途に対
応する出金について公開としてもよい。具体的には、通知部１３５は、特定した口座番号
に対応する出金履歴のうち、所定の使用用途（例えば、遊興費及び交際費）と、当該所定
の使用用途に対応する出金額とを関連付けた出金履歴を依頼元端末２に通知してもよい。
このようにすることで、入金依頼元は、所定の使用用途に関する出金を確認し、自身が入
金した電子マネーが適切に使用されているか否かを判断することができる。
【００４７】
　また、出金履歴には、使用用途が食費や日用品等の生活に必要とされる出金であっても
、一回の出金額が多大で、不適切と考えられる出金が含まれる可能性がある。このため、
依頼元端末２に対応する連絡先を示す情報を記憶部１２に記憶させておき、通知部１３５
が、出金履歴の取得要求を取得していない場合であっても、一回の出金額が所定額以上の
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出金が発生した場合に、当該出金に対応する出金履歴を依頼元端末２の連絡先に通知して
もよい。この場合、通知部１３５は、所定の使用用途に対応しない出金であっても、依頼
元端末２の連絡先に通知してもよい。
【００４８】
［電子マネーの口座への入出金に係る処理の流れ］
　続いて、管理装置１における処理の流れについて説明する。まず、電子マネーの口座へ
の入出金に係る処理の流れについて説明する。図９は、電子マネーの口座への入出金に係
る処理の流れを示すシーケンス図である。なお、本シーケンスにおいて、入金依頼元はユ
ーザ自身ではないものとする。
【００４９】
　まず、取得部１３１は、依頼元端末２から、電話番号又はユーザＩＤ、入金額、及び依
頼元識別情報を含む入金依頼を受信する。
　続いて、入金処理部１３２は、入金依頼に電話番号が含まれている場合には、ユーザ情
報記憶部１２１を参照し、当該電話番号に関連付けられているユーザＩＤを特定する（Ｓ
１）。入金処理部１３２は、入金依頼に電話番号の代わりにユーザＩＤが含まれている場
合には、当該ユーザＩＤを取得する。
【００５０】
　続いて、入金処理部１３２は、口座情報記憶部１２２を参照し、取得したユーザＩＤ又
は特定したユーザＩＤに関連付けられているユーザの電子マネー用の口座情報を特定し、
当該口座番号に関連付けられている残高を、取得部１３１が取得した入金額だけ増加させ
る入金処理を行う（Ｓ２）。
　続いて、記憶制御部１３３は、口座情報記憶部１２２の入出金履歴に、入金履歴を示す
情報を記憶させる（Ｓ３）。続いて、通知部１３５は、入金処理が完了した旨を示す入金
完了情報を依頼元端末２及びユーザ端末３に送信する。
【００５１】
　続いて、出金処理部１３４は、決済ＮＷ５から、口座番号及び出金額等を含む決済情報
を受信する。出金処理部１３４は、決済情報を受信したことに応じて、口座情報記憶部１
２２において、当該口座番号に関連付けられている残高から、通知された購入額を減算す
る出金処理を行う（Ｓ４）。続いて、記憶制御部１３３は、口座情報記憶部１２２の入出
金履歴に、出金履歴を示す情報を記憶させる（Ｓ５）。
【００５２】
　なお、上述のシーケンスでは、入金処理及び出金処理のそれぞれが、１回ずつ行われる
例について説明したが、入金処理及び出金処理は、複数回行われてもよい。また、入金処
理と出金処理との処理の順番は、上述のシーケンスに示されるものに限らない。例えば、
口座の残高がある場合には、入金処理を行う前に出金処理が行われるようにしてもよい。
【００５３】
［出金履歴の参照に係る処理の流れ］
　続いて、入金依頼元からの出金履歴の参照に係る処理の流れについて説明する。図１０
は、入金依頼元からの出金履歴の取得要求に係る処理の流れを示すシーケンス図である。
【００５４】
　まず、通知部１３５は、依頼元端末２から、入金先のユーザの電話番号又はユーザＩＤ
と、依頼元識別情報とを含み、電子マネー用の口座に対応する出金履歴の取得要求を取得
する。
　続いて、通知部１３５は、出金履歴の取得要求に電話番号が含まれている場合、ユーザ
情報記憶部１２１において、当該電話番号に関連付けられているユーザＩＤを特定する（
Ｓ１１）。通知部１３５は、出金履歴の取得要求にユーザＩＤが含まれている場合には、
当該ユーザＩＤを取得する。
【００５５】
　続いて、通知部１３５は、口座情報記憶部１２２を参照し、取得したユーザＩＤ、又は
特定したユーザＩＤに関連付けられている口座番号を特定する（Ｓ１２）。そして、通知
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部１３５は、出金履歴の取得要求に含まれている依頼元識別情報に基づいて、特定した口
座番号の口座に対して入金依頼元からの入金履歴があるか否かを判定する（Ｓ１３）。
【００５６】
　通知部１３５は、入金履歴がない場合には、入金履歴がなく出金履歴を開示することが
できない旨を示すエラー情報を依頼元端末２に通知する。
　通知部１３５は、入金履歴がある場合には、口座情報記憶部１２２を参照し、特定した
口座番号に対応する出金履歴を抽出する（Ｓ１４）。通知部１３５は、抽出した出金履歴
を依頼元端末２に通知する。
【００５７】
［第１の実施形態における効果］
　以上の通り、第１の実施形態に係る管理装置１は、入金依頼元から、電子マネー用の口
座への入金額と、入金先のユーザの電話番号又はユーザＩＤとを取得すると、当該電話番
号又はユーザＩＤに関連付けられている口座番号の口座に、入金額を入金する入金処理を
行い、入金依頼元から、入金先のユーザの電話番号又はユーザＩＤを含み、電子マネー用
の口座に対応する出金履歴の取得要求を取得すると、当該ユーザの電話番号又はユーザＩ
Ｄに対応する使用用途と出金額とを関連付けた出金履歴を当該入金依頼元に通知する。
【００５８】
　このようにすることで、ユーザの電子マネー用の口座に入金した入金依頼元は、電子マ
ネー用の口座の出金履歴を確認し、自身が入金した電子マネーをユーザが適切に利用して
いるか否かを把握することができる。
【００５９】
　なお、第１の実施形態では、管理装置１の取得部１３１は、入金依頼元の依頼元端末２
から、依頼元識別情報と、電子マネー用の口座への入金額と、入金先のユーザの電話番号
又はユーザＩＤとを取得したが、さらに、ユーザの名前の一部（例えば、先頭の二文字）
を取得してもよい。そして、入金処理部１３２は、ユーザ情報記憶部１２１において、取
得部１３１が取得した電話番号又はユーザＩＤと、ユーザの名前の一部とが関連付けられ
て記憶されている場合に、口座情報記憶部１２２において当該ユーザＩＤに関連付けられ
ている口座番号を特定してもよい。このようにすることで、入金依頼元が異なるユーザに
誤入金することを防止することができる。
【００６０】
＜第２の実施形態＞
［入金依頼元が指定した地域において優遇される電子マネーを設ける］
　続いて、第２の実施形態に係る管理装置１について説明する。第２の実施形態は、入金
依頼元が指定した地域において優遇される電子マネーを設けた点で第１の実施形態と異な
り、その他の点では同じである。以下、第１の実施形態と異なる部分について説明を行う
。第１の実施形態と同じ部分については適宜説明を省略する。
【００６１】
　第２の実施形態において、取得部１３１は、入金依頼元の依頼元端末２から、依頼元識
別情報と、電子マネー用の口座への入金額と、入金先のユーザの電話番号又はユーザＩＤ
と、当該入金額に対応する電子マネーが使用可能な地域を示す地域情報とを取得する。例
えば、図６（ａ）に示す入金画面に、電子マネーが使用可能な都道府県名や市区町村を任
意で受け付ける地域受付欄を設け、取得部１３１は、当該地域受付欄を介して、電子マネ
ーが使用可能な地域を取得する。なお、地域情報は、都道府県名や市区町村を示す情報に
限らず、複数の緯度情報及び経度情報から構成される範囲情報であってもよい。
【００６２】
　入金処理部１３２は、取得部１３１が取得した地域情報と関連付けて、取得部１３１が
取得した入金額を入金する入金処理を行う。具体的には、第２の実施形態の口座情報記憶
部１２２には、図１１に示すように残高内訳情報が含まれており、入金処理部１３２は、
残高内訳情報に対して、図１２に示すように、入金日と、依頼元識別情報と、地域情報と
、残高とを関連付けて記憶させる。
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【００６３】
　出金処理部１３４は、電子マネー用の口座からの出金時に出金が行われる地域を特定し
、当該地域において使用可能な電子マネーを優先して出金する出金処理を行う。具体的に
は、店舗の識別情報と、地域を示す地域情報とを関連付けて記憶部１２に記憶しておき、
出金処理部１３４は、記憶部１２を参照し、決済ＮＷ５から受信した決済情報に含まれる
、購入した店舗の識別情報に関連付けられている地域を、決済が行われた地域と特定する
。出金処理部１３４は、残高内訳情報を参照し、特定した地域に対応する残高を特定する
。例えば、出金処理部１３４は、図１２に示す残高内訳情報に基づいて出金処理を行う場
合において、決済が行われた地域を「Ａ市」と特定すると、地域情報として「Ａ市」が指
定されている残高から出金額を減算する。
【００６４】
　なお、出金処理部１３４は、特定した地域に関連付けられている入金額に対応する電子
マネーを、当該地域とは異なる地域でも使用可能にしてもよい。この場合において、出金
処理部１３４は、特定した地域に関連付けられている入金額に対応する電子マネーの価値
を変更して出金する出金処理を行うようにしてもよい。例えば、決済が行われた地域が「
Ａ市」と特定され、地域情報として「Ａ市」が指定されている残高から出金額が減算され
る場合を考える。この場合、出金処理部１３４は、地域情報として「Ａ市」が指定されて
いる残高の価値を増加させ、出金額よりも少ない金額（例えば、出金額から所定割合減算
した金額）を、地域情報として「Ａ市」が指定されている残高から減算する。
【００６５】
　また、出金処理部１３４は、特定した地域に関連付けられている入金額に対応する電子
マネーを当該地域とは異なる地域において出金する場合には、電子マネーの価値を変化さ
せずに出金処理を行ったり、電子マネーの価値を低下させて出金処理を行ったりしてもよ
い。
【００６６】
［第２の実施形態における効果］
　以上の通り、第２の実施形態に係る管理装置１は、依頼元端末２から電子マネーが使用
可能な地域を示す地域情報を取得し、当該地域情報と関連付けて入金額を入金する入金処
理を行い、電子マネー用の口座からの出金時に出金が行われる地域を特定し、当該地域に
おいて使用可能な電子マネーを優先して出金する。このようにすることで、管理装置１は
、入金依頼者が入金した電子マネーを、入金依頼者が指定した地域において使用させるこ
とができる。
【００６７】
　また、管理装置１は、電子マネー用の口座からの出金時に出金が行われる地域を特定し
、当該地域に関連付けられている入金額に対応する電子マネーの価値を変更して出金する
出金処理を行う。例えば、特定した地域に関連付けられている入金額に対応する電子マネ
ーの価値を増加して出金処理を行うことにより、管理装置１は、ユーザに、入金依頼者が
入金した電子マネーを、入金依頼者が指定した地域において積極的に使用させることがで
きる。
【００６８】
　なお、第２の実施形態において、管理装置１は、電子マネー用の口座からの出金時に出
金が行われる地域を特定し、当該地域において使用可能な電子マネーを優先して出金した
がこれに限らない。例えば、管理装置１は、入金額に対応する電子マネーが使用可能な店
舗を示す店舗情報を取得し、電子マネーからの出金時に出金が行われる店舗を特定し、当
該店舗において使用可能な電子マネーを優先して出金するようにしてもよい。
【００６９】
　この場合において、取得部１３１は、入金額に対応する電子マネーが使用可能な店舗を
示す店舗情報を取得し、入金処理部１３２は、入金額と、取得部１３１が取得した店舗情
報とを関連付けて入金額を入金する入金処理を行う。そして、出金処理部１３４は、電子
マネーからの出金時に出金が行われる店舗を特定し、当該店舗において使用可能な電子マ
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ネーを優先して出金する出金処理を行う。
　このようにすることで、入金依頼者は、自身が指定する店舗において、自身が入金した
入金額をユーザに使用させることができる。
【００７０】
＜第３の実施形態＞
［入金依頼元を示す情報に関連付けられている出金額と、使用用途とを関連付けた出金履
歴を入金依頼元に通知する］
　続いて、第３の実施形態に係る管理装置１について説明する。第３の実施形態は、入金
依頼元を示す情報に関連付けられている出金額と、使用用途とを関連付けた出金履歴を入
金依頼元に通知する点で第１の実施形態と異なり、その他の点では同じである。
【００７１】
　第３の実施形態に係る管理装置１において、口座情報記憶部１２２は、第２の実施形態
と同様に、残高内訳情報を記憶している。
　第３の実施形態において、記憶制御部１３３は、ユーザ端末３から出金の設定操作を受
け付けたことに応じて、出金する際に割り当てる残高の優先順位を設定する出金設定画面
をユーザ端末３に表示させ、出金する際に割り当てる残高の優先順位を受け付ける。
【００７２】
　図１３は、出金設定画面の一例を示す図である。図１３に示すように、出金設定画面に
は、出金に割り当てる残高の優先順位と、ユーザの電子マネーに対応する入金依頼元と、
残高とが表示されているとともに、上向きの矢印が示された優先順位変更ボタンが表示さ
れている。ユーザ端末３のユーザが優先順位変更ボタンを選択すると、ユーザ端末３は、
当該ボタンに対応する順位の残高と、当該順位よりも一つ上の順位の残高との順番を入れ
替える。そして、ユーザ端末３は、ユーザＩＤと、順番を入れ替えた後のそれぞれの残高
の優先順位を示す情報とを管理装置１に送信する。
　管理装置１は、ユーザＩＤに、それぞれの残高の優先順位を示す情報を関連付けて優先
順位情報として記憶部１２に記憶させる。
【００７３】
　出金処理部１３４は、電子マネー用の口座からの出金時に、優先順位情報に基づいて優
先順位が最も高い残高から出金する出金処理を行う。具体的には、出金処理部１３４は、
残高内訳情報に基づいて出金処理を行う場合において、優先順位が最も高い残高を特定し
、当該残高から出金額を減算する。
【００７４】
　記憶制御部１３３は、図１４に示すように、出金日と、出金額と、入出金区分「出金」
と、当該出金額に対応する使用用途と、当該出金額に対応する入金依頼元を示す情報と、
出金後の残高とを関連付けて口座情報記憶部１２２の入出金履歴に記憶させる。入金依頼
元を示す情報は、残高内訳情報において優先順位が最も高い残高に関連付けられている依
頼元識別情報である。
【００７５】
　通知部１３５は、依頼元端末２から、入金先のユーザの電話番号又はユーザＩＤと、依
頼元識別情報とを含み、電子マネー用の口座に対応する出金履歴の取得要求を取得すると
、口座情報記憶部１２２において、当該依頼元識別情報に関連付けられている出金額と、
使用用途とを関連付けた出金履歴を当該入金依頼元に通知する。
【００７６】
　また、記憶部１２に、依頼元識別情報と、依頼元端末２に対応する連絡先を示す情報と
を関連付けて記憶しておき、通知部１３５が、依頼元識別情報に関連付けられている出金
額の合計が所定額以上の場合に、依頼元識別情報に関連付けられている出金額と、使用用
途とを関連付けた出金履歴を当該入金依頼元の連絡先に通知してもよい。
【００７７】
［第３の実施形態における効果］
　以上の通り、第３の実施形態に係る管理装置１は、入金依頼元の依頼元識別情報に関連
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。このようにすることで、管理装置１は、電子マネー用の口座を有するユーザ自身が入金
した入金額に対応する出金履歴について開示されないようにし、当該ユーザのプライバシ
ーを確保することができる。
【００７８】
　以上、本発明を実施の形態を用いて説明したが、本発明の技術的範囲は上記実施の形態
に記載の範囲には限定されない。上記実施の形態に、多様な変更又は改良を加えることが
可能であることが当業者に明らかである。特に、装置の分散・統合の具体的な実施形態は
以上に図示するものに限られず、その全部又は一部について、種々の付加等に応じて、又
は、機能負荷に応じて、任意の単位で機能的又は物理的に分散・統合して構成することが
できる。例えば、上述の実施形態では、管理装置１は、１台の装置であるとして説明した
がこれに限らない。例えば、管理装置１は、ユーザ情報記憶部１２１を記憶する契約者管
理サーバと、口座情報記憶部１２２を記憶する電子マネー管理サーバとから構成されてい
てもよい。この場合において、契約者管理サーバは、入金依頼元から、依頼元識別情報と
、電子マネー用の口座への入金額と、入金先のユーザの電話番号又はユーザＩＤとを取得
することにより、電子マネーの口座への入金を受け付ける。そして、契約者管理サーバは
、当該ユーザＩＤと、電子マネー用の口座への入金額とを含む入金依頼情報を電子マネー
管理サーバに送信することにより、電子マネー管理サーバに入金依頼を行う。
【符号の説明】
【００７９】
１・・・管理装置、１１・・・通信部、１２・・・記憶部、１２１・・・ユーザ情報記憶
部、１２２・・・口座情報記憶部、１３・・・制御部、１３１・・・取得部、１３２・・
・入金処理部、１３３・・・記憶制御部、１３４・・・出金処理部、１３５・・・通知部
、２・・・依頼元端末、３・・・ユーザ端末、４・・・プリペイドカード、５・・・決済
ＮＷ
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